
別紙第１

職員の給与に関する報告

第１ 給与勧告制度の基本的考え方

国家公務員法第28条は、国家公務員の給与について、国会により社会一

般の情勢に適応するように随時変更することができるとしており、本院に

は、その変更に関して勧告することを怠ってはならないとするとともに、

国会及び内閣に対し、毎年、少なくとも１回、俸給表が適当であるかどう

かについて報告を行う責務を課している。

国家公務員は、その地位の特殊性及び職務の公共性に鑑み、憲法で保障

された労働基本権が制約されており、本院の給与勧告は、労働基本権制約

の代償措置として、国家公務員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な

給与を確保する機能を有するものである。給与勧告においては、従来より、

給与水準の改定のみならず、俸給制度及び諸手当制度の見直しも行ってき

ている。

また、国家公務員法第３条は、職員の利益の保護を人事院の基本的役割

としており、本院が給与勧告を通じて国家公務員に適正な処遇を確保する

ことは、職務に精励している国家公務員の士気の向上、公務における人材

の確保や労使関係の安定にも資するものであり、能率的な行政運営を維持

する上での基盤となっている。

給与勧告では、国家公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均

衡させること（民間準拠）を基本としている。民間準拠を基本とするのは、

国家公務員も勤労者であり、勤務の対価として適正な給与を支給すること
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が必要とされる中で、公務においては、民間企業と異なり、市場の抑制力

という給与決定上の制約が存しないこと等から、その給与水準は、その時

々の経済・雇用情勢等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給

与水準に準拠して定めることが最も合理的であると考えられることによる。

国家公務員の給与と民間企業従業員の給与との比較においては、主な給

与決定要素を同じくする者同士の４月分の給与額を対比させ、精密に比較

を行っている。また、「職種別民間給与実態調査」は、企業規模50人以上、

かつ、事業所規模50人以上の事業所を調査対象として実施し、これらの事

業所の民間企業従業員の給与との比較を行っている。

比較方法については、給与は、一般的に、職種を始め、役職段階、勤務

地域、学歴、年齢等の要素を踏まえてその水準が定まっていることから、

両者の給与の単純な平均値ではなく、給与決定要素を合わせて比較（同種・

同等比較）することが適当である。

また、調査対象については、企業規模50人以上の多くの民間企業は公務

と同様、部長、課長、係長等の役職段階を有しており、公務と同種・同等

の者同士による給与比較が可能であることに加え、現行の調査対象となる

事業所数であれば、実地による精緻な調査が可能であり、調査の精確性を

維持することができること等から、現行の調査対象が適当である。

本年の勧告においても、従来と同様の方法を用いて民間給与との比較を

行うことにより、国家公務員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給

与を確保していくこととする。

第２ 官民給与の状況と給与改定
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１ 公務員給与を取り巻く諸情勢

(1) 民間における最近の賃金・雇用情勢等

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省、事業所規模30人以上）によると、

本年４月のパートタイム労働者を除く一般労働者の所定内給与及び所定

外給与は、それぞれ昨年４月に比べ0.8％及び0.7％増加している。

本年４月の消費者物価指数（総務省、全国）は、昨年４月に比べ0.9

％上昇している。また、「家計調査」（総務省、全国）によると、本年４

月の勤労者世帯の消費支出は、昨年４月に比べ名目で0.7％の増加、実

質で0.3％の減少となっている。

本院が「全国消費実態調査」（総務省）を基礎に算定した本年４月に

おける全国の１人世帯の標準生計費は120,190円、「家計調査」を基礎に

算定した同月における全国の２人世帯、３人世帯及び４人世帯の標準生

計費はそれぞれ137,290円、176,770円及び216,230円となっている。

「労働力調査」（総務省）によると、本年４月の完全失業率（全国）

は、昨年４月から0.1ポイント低下して2.4％（季節調整値）となってい

る。また、本年１月～３月期の雇用者数は、正規の従業員が3,457万人

（雇用者全体の61.5％）、非正規の従業員が2,162万人（同38.5％）とな

っている。

「一般職業紹介状況」（厚生労働省）によると、本年４月の有効求人

倍率は昨年４月から0.03ポイント上昇して1.63倍（季節調整値）、本年

４月の新規求人倍率は昨年４月から0.11ポイント上昇して2.48倍（季節

調整値）となっている。

（参考資料 ４ 生計費関係 参照）

（参考資料 ５ 労働経済関係 参照）
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(2) 行政執行法人（旧現業）の給与改定

行政執行法人のうち、かつて国の現業であった独立行政法人造幣局及

び独立行政法人国立印刷局の職員の給与改定については、中央労働委員

会に対して調停の申請がなされ、本年４月から基準内賃金を１人当たり

0.33％相当額の原資をもって引き上げることを内容とする調停案を労使

双方が受諾して決着した。

(3) 有識者の意見

本院は、国家公務員の給与改定を検討するに当たって、例年同様、全

国52都市において有識者の参加による公務員問題懇話会や中小企業経営

者等との意見交換を行った。

この懇話会等において、本院は、給与勧告の仕組みや国家公務員の定

年の引上げの必要性等について説明し、意見交換を行っている。その意

見交換において有識者から出された主な意見は、次のとおりである。

国家公務員の給与については、現行の給与水準について妥当とする意

見が多かった。他方、国に優秀な人材を確保するためには相応の給与が

必要との意見、地域によっては企業規模50人以上の企業は少数であり、

より小規模の企業の給与の実態も反映すべきとの意見等もあった。

定年の引上げについては、労働力人口が減少する中で妥当な措置であ

る、国が率先して行うべきである等の意見が多かった。制度設計につい

ては、60歳を超える職員の給与水準を一定程度引き下げることはやむを

得ない、職員の意欲、能力等に応じて多様な働き方ができるようにする

必要がある等の意見があった。
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２ 本年の国家公務員給与と民間給与の実態

(1) 国家公務員給与の状況

本院は、「平成31年国家公務員給与等実態調査」を実施し、一般職の

職員の給与に関する法律（給与法）が適用される常勤職員の給与の支給

状況等について全数調査を行った。

民間給与との比較を行っている行政職俸給表(一)適用職員（139,782

人、平均年齢43.4歳）の平均給与月額は411,123円となっており、税務

署職員、刑務官等を含めた職員全体（252,809人、同43.1歳）の平均給

与月額は417,683円となっている。

(注) 平均給与月額とは、俸給、地域手当、俸給の特別調整額（管理職手

当）、扶養手当、住居手当等（所定外給与である超過勤務手当等及び

実費弁償的な性格の通勤手当等の手当を除く。）の全ての給与の平均

月額をいう。

（参考資料 １ 国家公務員給与関係 参照）

(2) 民間給与の状況

ア 職種別民間給与実態調査

本院は、企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の全国の民

間事業所約58,800（母集団事業所）のうちから、層化無作為抽出法に

よって抽出した約12,500の事業所を対象に、「2019年（平成31年）職

種別民間給与実態調査」を実施した。

この調査では、公務の行政職俸給表(一)と類似すると認められる事
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務・技術関係22職種の約50万人及び研究員、医師等54職種の約６万人

について、本年４月分として個々の従業員に実際に支払われた給与月

額及び当該従業員の役職段階、学歴、年齢等を実地に詳細に調査する

とともに、各民間企業における給与改定の状況等を調査している。ま

た、民間事業所における昨年冬と本年夏の特別給の状況等を把握する

ため、昨年８月から本年７月までの直近１年間の支給実績についても

調査している。

本年の調査完了率は、民間事業所の理解を得て、87.9％と極めて高

いものとなっており、調査結果は広く民間事業所の給与の状況を反映

したものといえる。

イ 調査の実施結果

本年の「職種別民間給与実態調査」により把握した民間給与の状況

は、次のとおりである。

(ｱ) 初任給の状況

企業全体として見た場合に新規学卒者の採用を行った事業所の割

合は、大学卒で48.7％（昨年49.3％）、高校卒で30.3％（同29.1

％）となっている。そのうち、初任給について、増額した事業所の

割合は、大学卒で38.4％（同34.3％）、高校卒で41.2％（同36.8

％）、据え置いた事業所の割合は、大学卒で60.8％（同65.5％）、高

校卒で58.2％（同62.7％）となっている。

(ｲ) 給与改定の状況

別表第１に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員
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（係員）について、ベースアップを実施した事業所の割合は31.1％

（昨年30.5％）、ベースダウンを実施した事業所の割合は0.2％（同

0.1％）となっている。

また、別表第２に示すとおり、一般の従業員（係員）について、

定期に行われる昇給を実施した事業所の割合は89.4％（昨年87.1

％）となっている。昇給額については、昨年に比べて増額となって

いる事業所の割合は27.0％（同30.1％）、減額となっている事業所

の割合は5.7％（同4.1％）となっている。

（参考資料 ２ 民間給与関係 参照）

３ 本年の国家公務員給与と民間給与との比較

(1) 月例給

本院は、「国家公務員給与等実態調査」及び「職種別民間給与実態調

査」の結果に基づき、公務においては一般の行政事務を行っている常勤

の行政職俸給表(一)適用職員、民間においては公務の行政職俸給表(一)

と類似すると認められる職種（事務・技術関係職種）の常勤の従業員に

ついて、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同

じくする者同士の４月分の給与額（公務にあっては平均給与月額、民間

にあっては所定内給与の月額から通勤手当の月額を減じた額）を対比さ

せ、国家公務員の人員数のウエイトを用いて精密に比較（ラスパイレス

方式）を行ってきている。

本年４月分の給与について、官民較差を算出したところ、別表第３に

示すとおり、国家公務員給与が民間給与を１人当たり平均387円

（0.09％）下回っていた。
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(2) 特別給

本院は、民間における特別給の支給割合（月数）を算出し、これを国

家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数と比較した上で、

0.05月単位で改定を行ってきている。

本年の「職種別民間給与実態調査」の結果、昨年８月から本年７月ま

での１年間において、民間事業所で支払われた特別給は、別表第４に示

すとおり、年間で所定内給与月額の4.51月分に相当しており、国家公務

員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数（4.45月）が民間事業所

の特別給の支給割合を0.06月分下回っていた。

４ 本年の給与の改定

(1) 改定の基本方針

ア 月例給

前記３(1)のとおり、本年４月時点で、国家公務員の月例給が民間

給与を387円（0.09％）下回っていることから、民間給与との均衡を

図るため、月例給の引上げ改定を行う必要がある。この改定は、本年

４月時点の比較に基づいて公務員給与と民間給与を均衡させるための

ものであることから、同月に遡及して実施する必要がある。

月例給の改定に当たっては、本年の民間給与との較差の程度を踏ま

え、若年層について、基本的な給与である俸給を引き上げることとする。

イ 特別給

前記３(2)のとおり、国家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平
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均支給月数が民間事業所の特別給の支給割合を0.06月分下回っていた。

このため、特別給については、昨年８月から本年７月までの１年間

における民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を

0.05月分引き上げる必要がある。

支給月数の引上げ分の期末手当及び勤勉手当への配分に当たっては、

民間の特別給の支給状況等を踏まえつつ、勤務実績に応じた給与を推

進するため、引上げ分を勤勉手当に配分することとする。

(2) 改定すべき事項

ア 俸給表

（行政職俸給表(一)）

民間との給与比較を行っている行政職俸給表(一)について、平均

0.1％引き上げることとする。

具体的には、民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、総合

職試験及び一般職試験（大卒程度）に係る初任給について1,500円、

一般職試験（高卒者）に係る初任給について2,000円、それぞれ引き

上げることとし、これを踏まえ、30歳台半ばまでの職員が在職する号

俸について、所要の改定を行う。

（行政職俸給表(一)以外の俸給表）

行政職俸給表(一)以外の俸給表についても、行政職俸給表(一)との

均衡を基本に所要の改定を行う。なお、専門スタッフ職俸給表及び指

定職俸給表については、本年の俸給表改定が若年層を対象としたもの

であることから改定を行わない。
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イ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年

間における民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を

0.05月分引き上げ、4.50月分とする。支給月数の引上げ分は、本年度

については、12月期の勤勉手当に配分し、令和２年度以降においては、

６月期及び12月期の勤勉手当が均等になるよう配分する。

また、指定職俸給表適用職員の勤勉手当並びに任期付研究員及び特

定任期付職員の期末手当についても、同様に支給月数を引き上げるこ

ととする。

ウ 住居手当

住居手当について、公務員宿舎の使用料の上昇を考慮し、手当の支

給対象となる家賃額の下限を4,000円引き上げる。また、この改定に

より生ずる原資を用いて、民間における住宅手当の支給状況等を踏ま

え、最高支給限度額を1,000円引き上げる。

これらの改定は、令和２年４月から実施する。

なお、これに伴い、手当額が2,000円を超える減額となる職員につ

いては、１年間、所要の経過措置を講ずる。

５ 給与制度における今後の課題

国家公務員給与については、これまで、職員の職務・職責や専門性を重

視するとともに、能力・実績を適切に反映するよう取組を進めてきた。

また、本院は、昨年行った国家公務員の定年を段階的に65歳に引き上げ
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るための国家公務員法等の改正についての意見の申出において、60歳を超

える職員の給与水準の引下げは当分の間の措置と位置付け、60歳前の給与

カーブも含めて引き続き検討していくこと等に言及した。

今後とも、職員の職務・職責や専門性の重視、能力・実績の反映等の観

点から引き続き取組を進めていくとともに、民間企業における定年制や高

齢層従業員の給与の状況、公務における人員構成の変化及び各府省におけ

る人事管理の状況等を踏まえながら、60歳前の給与カーブも含めた給与カ

ーブの在り方について検討を行っていくこととしたい。

第３ 給与勧告実施の要請

人事院の給与勧告制度は、国家公務員は憲法で保障された労働基本権が

制約されているため、代償措置として、情勢適応の原則に基づき国家公務

員の給与水準を民間の給与水準に合わせるとともに必要な給与制度の見直

しを行うことにより、国家公務員の適正な処遇を確保しようとするもので

ある。

近年、行政需要が増大し、複雑化する中で、効率的な業務遂行と行政

サービスの一層の向上を図るため、個々の職員が高い士気を持って困難な

諸課題に立ち向かうことが強く求められている。

民間準拠により給与を決定する仕組みを通じて、職務に精励している国

家公務員に適正な給与を支給することは、職員の努力や実績に報いるとと

もに、人材の確保にも資するものであり、組織活力の向上、労使関係の安

定等を通じて、行政の効率的、安定的な運営に寄与するものである。

国会及び内閣におかれては、このような人事院勧告制度の意義や役割に

深い理解を示され、別紙第２の勧告どおり実施されるよう要請する。
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